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1. はじめに 

1.1. 研究会開催の背景 

消防救急無線は、消防本部と消防隊・救急隊を結ぶ無線通信網であり、消防本部から消防

隊・救急隊への指令、消防隊・救急隊から消防本部への報告等に使用される、消防救急活動

に必要不可欠な無線網である。 

消防行政分野からの消防活動の高度化に向けた要請及び電波行政分野からの電波の有効

活用に向けた要請を受けて、電波法で定められた期限である平成 28 年 5 月 31 日までのデ

ジタル化に向けて各消防本部が消防救急デジタル無線の整備事業を進めていたところであ

る。 

消防救急無線のデジタル化は平成 27 年度末までに完了しているが、全国の消防本部によ

る消防救急デジタル無線の整備事業に対して、平成 29 年 2 月 2 日付けで公正取引委員会よ

り「消防救急デジタル無線機器の製造販売業者に対する排除措置命令及び課徴金納付命令

について」が通達されている。当該通達においては、消防救急無線の発注における特定の製

造販売業者の仕様が記載された発注仕様書等や特定の製造販売業者の発注方法の選定等へ

の関与等が確認され、今後の発注において同様の事象が発生しないよう留意する必要があ

る旨が連絡されている。 

また、当該事態を受けて消防庁が実施した各メーカーへのヒアリングにより、消防救急デ

ジタル無線が接続される消防指令システムとの間のインターフェースがメーカー毎に異な

る仕様となっており、既設の消防指令システムと連携して動作する無線設備は特定メーカ

ーの製品のみの場合があることが明らかになった。 

本研究会は、これらを踏まえ、今後の消防指令システムや消防救急無線の更新の際に同様

の問題が生じないよう下記 2 点を検討し、消防指令システム及び消防救急無線の公正な発

注の実現を目的とするものである。 

 消防指令システムと消防救急無線の間の接続に関する共通インターフェース仕様の

策定 

 消防救急無線や消防指令システムを整備する際の仕様書の記載内容等の留意すべき

事項のとりまとめ（ガイドラインの作成） 
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2. 消防救急無線や消防指令システムの整備に関する現状と課題 

2.1. 消防体制の概要 

我が国では、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号）第 6 条の規定に基づき、各市町村が

その区域における消防に関する責任を負うこととされている。 

市町村における現在の消防体制は、大別して、消防本部及び消防署（いわゆる常備消防）

と消防団（いわゆる非常備消防）とが併存している市町村と、消防団のみが存在する町村が

ある。 

平成 29 年 4 月 1 日現在、全国に 732 消防本部が設置されており、常備化市町村は 1,690

市町村、常備化されていない町村は 29 町村で、常備化されている市町村の割合（常備化率）

は 98.3％（市は 100％、町村は 96.9％）である。山間地や離島にある町村の一部を除いては、

ほぼ全国的に常備化されており、人口の 99.9％が常備消防によってカバーされている。 

これらの組織は、単独又は共同で、それぞれの管轄区域内における火災・救急事案等に対

応するため、119 番通報を受けて、消防隊や救急隊を編成、派遣するための消防指令センタ

ーを設置し、消防業務にあたっている。 

2.2. 消防救急無線と消防指令システム 

消防救急無線は、消防指令センターと消防隊や救急隊を結ぶ専用の無線通信網であり、消

防指令センターから消防隊や救急隊への指令、消防隊や救急隊から消防指令センターへの

報告等に使用される、消防救急活動に必要不可欠なものである。 

この無線システムは、従来、アナログ方式によるものが運用されてきたが、消防行政分野

からの消防活動の高度化に向けた要請や、電波行政分野からの電波の有効活用に向けた要

請を受けて、デジタル方式への移行（デジタル化）が進められてきた。平成 15 年度の電波

法関係審査基準改定により、アナログ方式の使用期限が平成 28 年 5 月末までとされ、平成

21 年消防庁告示第十三号や、消防庁が同年にとりまとめた「消防救急デジタル無線共通仕

様書 第一版」に基づき、平成 27 年度末までに全ての消防救急無線のデジタル化が完了し

た（図 2-1）。 

 

図 2-1 消防救急無線の概要 

消防指令システムは、消防が 119 番通報を受け、必要に応じて消防隊や救急隊の部隊編成

を行い、消防署所や車両等に指令を行うとともに、各部隊の活動状況を把握できるようにす

る、消防指令センターの根幹を成すシステムである。 

消防指令システムを構成する設備や機能は各消防本部により異なるが、消防庁の消防防

災施設整備費補助金に係る高機能消防指令センター総合整備事業の補助対象規格として、
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地理的事情、人口規模、都市構造等を勘案して離島型、II 型、III 型の区分により、構成設備

の要件が定められている。 

また、多くの消防指令システムは、現場の消防隊や救急隊との通信に使用する消防救急デ

ジタル無線をはじめ、災害情報や避難行動要支援者情報を扱うための防災情報システムや、

防火対象物情報や水利情報を扱う消防 OA システムなどの様々なシステムと連携して運用

されている（図 2-2）。 

 
図 2-2 消防指令システムと消防救急無線の連携のイメージ 

2.3. 消防救急無線と消防指令システムの発注における課題 

2.3.1. 公正取引委員会からの指摘 

平成 29 年 2 月 2 日、公正取引委員会は、前述の消防救急無線のデジタル化に係る整備事

業の受注に関して、複数のメーカーが独占禁止法第 3 条（不当な取引制限の禁止）の規定に

違反する行為を行っていたとして、排除措置命令及び課徴金納付命令を行った。 

また、同委員会は、消防救急無線のデジタル化に係る一部の整備事業において、特定のメ

ーカーの仕様を発注仕様書等に記載している等の疑いがあるとして、全国の消防本部に対

して、今後同様のことがないよう留意する連絡を行った。 

2.3.2. 構成員からのプレゼンテーション 

公正取引委員会からの連絡では、具体的にどのような事例が問題であったのかが明らか

にされていないが、本研究会において、構成員として参加した消防本部、消防救急無線メー

カー及び消防指令システムメーカーから、過去の消防救急無線のデジタル化に係る整備事

業における課題について、公正取引委員会からの指摘にあるような特定のメーカーの仕様

を発注仕様書等に記載している例や、それ以外で特定のメーカーが有利となる事例、その他

自社が応札しようとした際に障害となった事例について意見を求めたところ、次のような

課題が提示された。 

これらの課題は、消防本部における消防指令システムや消防救急無線の整備・更新の際に、

既設設備メーカー以外が応札を断念する事態が生じるだけでなく、駿東伊豆消防本部の例

のように、異なるメーカーのシステムを運用している複数の消防本部が広域化を行おうと

する際の障害となることも明らかになった。 
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1） 消防指令システムと消防救急無線のインターフェース仕様が統一されていない 

「消防救急デジタル無線共通仕様書 第一版」では、異なるメーカーの基地局と移動局と

の間や異なるメーカーの移動局相互間でも通信が行えるよう、相互接続性を確保した仕様

を定めていたが、既設消防指令システムと消防救急無線のインターフェースまでは規定し

ていなかった。 

そのため、図 2-3 に示すように、消防指令システムと消防救急無線のインターフェース

仕様がメーカー毎に異なり、一方の設備を整備・更新しようとした場合に、他方の既設設備

との接続を求めただけで、両システム間でどのような制御信号やデータの形式、通信方法等

が求められるのかを既設設備メーカー以外は把握できず、高い参入障壁となるケースがあ

ることが明らかになった。 

 
図 2-3 消防指令システムと消防救急無線の発注における課題 

2） 整備・更新事業に伴い発生する既設設備の改修作業等の取扱い 

調達仕様書に次のような記載があったために、既設設備を納入したメーカー以外の者が

入札への参加を断念したケースがあることが明らかになった。 

 既設設備のインターフェース仕様に合わせた接続を行うこと 

 既設設備との接続に当たり、既設設備側の部分改修（又は中間サーバーの設置）が発

生する場合は受注者が改造費用・責任を負うこと 

前述のとおり、既設設備のインターフェース仕様は、共通インターフェース仕様が定めら

れていない現状では当該既設設備メーカーしか知り得ないものであり、このような要件を

盛り込むと他のメーカーには対応が困難となる。たとえ費用負担のみを求める形でも、その

金額は既設設備メーカーにより決定されるため、当該既設設備メーカーの協力が得られな

い場合は費用の見積りが困難となり、競争が阻害される要因となり得る。 

また、このような要件が盛り込まれた仕様書に対して、メーカーから対応が困難である旨

を消防本部へ伝えて修正を求めても対応してもらえないケースもあるという指摘もあった。 

このほか、整備・更新対象の設備と既設設備との接続に係る調整を事業者任せにすると調

整が難航するケースがあり、消防本部が主体となって調整にあたる必要がある点について

も指摘があった。 

一方、そうした取組を行うには消防本部側の担当者に「指令システム」「無線」両方の知

識が求められ、特に、専門の部所や人員を持たない小規模消防本部において知識・技量面で
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対応が難しいことが想定される点も指摘されている。 

3） 共通インターフェース仕様に盛り込まれていない独自仕様の取扱い 

将来の技術の発展等により、共通インターフェース仕様の策定後もそこに盛り込まれて

いない独自機能が導入される可能性もあるが、次期システム更新の際に、その独自機能に係

る消防指令システムと消防救急無線との間のインターフェース仕様が、他のメーカーが入

札に参加する際の障害となるおそれがあることから、当該インターフェース仕様を開示す

るよう求める必要がある。 

なお、すでに、一部の消防本部において消防指令システムと消防救急無線との間のインタ

ーフェース仕様に係る文書を納入させている例も存在するが、検収後（次期システム更新時）

にその内容に不備があることが明らかになり、必要な情報が得られないケースがあること

も指摘された。 

4） 既設設備の改修や中間サーバーの改修費用 

消防本部からは、上記 2)にあるように、新たに整備・更新するシステムの調達について競

争性が確保されたとしても、既設設備の改修については相変わらず当該既設設備メーカー

しか請け負えないのであれば、契約が複雑になるだけで総事業費は高止まりする（最悪の場

合既設設備メーカーに全体を請け負わせるよりも高くなる）可能性があるのではないかと

指摘があった。 

そのような事態を回避するためには、特に既設設備の改修や中間サーバーの設置に係る

費用の妥当性を検証する必要があるが、そのために必要なノウハウやメーカーとの交渉力

を必ずしも持っていない小規模消防本部を含めてどのように検証を実施するのかという点

も課題となる。 
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イドライン」を基に検討することとした。 

(2) 地方自治体向けの発注に係るガイドライン 

地方自治体向けに整備された発注に係るガイドラインについては、該当するガイドライ

ンの存在は確認できなかったため、総務省が公表している自治体 CIO 育成のための「自治

体 CIO 育成地域研修教材」を確認した。 

当該研修教材内の「4-2_調達仕様書の作成とコストの適性化」において、「情報システム

に係る政府調達の基本指針」（現：デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン）を参考に

すべきとの記載を確認した。当該記載箇所を図 2-13 に示す。 

 
図 2-13 自治体 CIO 育成地域研修教材の抜粋 

国、都道府県及び市区町村、また地方自治体向けの発注に係るガイドライン整備状況の調

査結果を踏まえ、消防本部向けのガイドライン作成においては、国のガイドライン「デジタ

ル・ガバメント推進標準ガイドライン」をベースとして検討を進めることが妥当であること

を確認した。  
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2.5. 消防救急無線と消防指令システムの発注における課題に対する対応方針 

これまでの検討経緯を踏まえ、2.3 で示された消防救急無線と消防指令システムの発注に

おける課題に対して取り組むべき対応方針を以下に示す。 

2.5.1. 消防指令システムと消防救急無線のインターフェース仕様が統一されていない 

1） 共通インターフェース仕様の活用 

本研究会からの依頼に基づき、昨年度より、TTC において消防指令システムと消防救急

無線の間の共通インターフェース仕様の策定作業が進められている。 

共通インターフェース仕様の策定により、各消防本部における消防指令システムや消防

救急無線の整備・更新の際に、この仕様に準拠した接続を行うことで、異メーカー設備間の

相互接続性が確保され、メーカー間で競争が働くことが期待される。 

このため、各消防本部においては、消防指令システムや消防救急無線の整備・更新事業を

行う際には、両システムの接続について、この仕様に基づいて行うよう調達仕様書において

明記することが望ましい。 

なお、共通インターフェース仕様については、現行の消防指令システムや消防救急デジタ

ル無線で使用されている機能は、原則としてすべてインターフェース仕様を規定する方針

のもとで策定作業が進められているが、今後行われる消防本部における消防指令システム

や消防救急デジタル無線の調達の際に、必ずしもそれら全ての機能の採用を求めるもので

はない。 

ある機能を実現する方法について、メーカーを問わず共通インターフェース仕様に従う

ことを求めるものであり、その機能がそもそも必要かどうかは、後述するように各消防本部

が判断する必要がある。 

 

2） 共通インターフェース仕様のメンテナンス 

将来の技術の進展や消防側の新たなニーズに伴い、共通インターフェース仕様に盛り込

まれていない独自機能の拡張が各消防本部の判断で行われることも考えられる。このため、

共通インターフェース仕様は継続的にメンテナンスを行う必要がある。 

この点については、本研究会は、本報告書のとりまとめをもって一旦活動を終了すること

になるが、共通インターフェース仕様については、TTC の場を活用して各メーカーの協力

のもとでメンテナンスが続けられることが期待される。 

2.5.2. 整備・更新事業に伴い発生する既設設備の改修作業等の取扱い 

1） 整備・更新事業と既設設備の改修作業との責任範囲の明確化 

消防指令システムや消防救急無線の整備・更新を行う際に、既設設備との接続のために既

設設備の改修や中間サーバーの設置が必要となる場合には、既設設備メーカー以外の事業

者が入札に参加できなくなることを防ぐため、別の事業に切り分けることが必要である。 

また、設備の整備・更新に係る業務の入札における事業者間の競争性を確保し、適正な価

格による調達を実現するためには、単に設備の整備・更新に係る業務と既設設備の改修に係
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る業務を分けるだけではなく、設備の整備・更新業務の仕様の中に、既設設備メーカー以外

には対応できない内容が含まれてしまうことがないように留意する必要がある。 

この点については、消防本部で作成した調達仕様書案に対して、複数の事業者から意見招

請（RFC）を行い、特定の事業者のみが達成できる技術や作業が含まれていないかどうかを

検証し、必要に応じて、寄せられた意見を踏まえて仕様書の修正を行うことが望ましい。 

 

2） 整備・更新設備と既設設備の接続に係る調整 

整備・更新を行う事業者が既設設備のメーカーと異なる場合や、消防指令システムと消防

救急無線の整備・更新を同時に行い、それぞれ異なる事業者と契約した場合には、両システ

ム間の接続に係る調整をそれぞれの事業者に任せるのではなく、京都市消防局のように、発

注元の消防本部が主体となって必要な調整を行うことが望ましい。 

なお、異なるメーカーのシステム同士の接続に係る調整を行うには、担当者に消防指令シ

ステムと無線システム双方の知識が求められるが、消防指令システムや消防救急無線の整

備・更新は頻繁に行われるものではないため、担当職員にノウハウが蓄積しにくいという課

題がある。特に、専門の部署や人員を持たない小規模消防本部においては知識・技量面で対

応が難しいことも予想される。 

こうした課題を解決する方策として、東大阪市消防局や富山市消防局、佐世保市消防局な

どのように、市長部局の協力を得ながら事業を進める方法や、仙台市消防局のように、コン

サルタント事業者の協力を得る方法が有効と考えられる。 

また、消防本部間でシステム調達に係る事例を収集・共有する仕組みを構築し、全国の消

防本部におけるシステム調達に関するノウハウを共有することも有効であると考えられる。 

2.5.3. 共通インターフェース仕様に盛り込まれていない独自仕様の取扱い 

1） 独自機能に係るインターフェース仕様の開示 

前述のとおり、技術の進展や消防側の新たなニーズに伴い、共通インターフェース仕様に

盛り込まれていない独自機能の拡張が各消防本部の判断で行われることも考えられる。 

各消防本部においては、共通インターフェース仕様に盛り込まれていない独自機能を盛

り込む際には、その独自機能のインターフェース仕様に係る文書を完成図書と併せて納入

させるなど、その機能に係るインターフェース仕様が将来の設備更新等の際に特定メーカ

ーへの依存に繋がることがないようにする必要がある。 

2） 独自機能に係るインターフェース仕様の開示に係る瑕疵担保 

仮に、納入された独自機能に係るインターフェース仕様に不備があったとしても、担当職

員が検収段階で納入された文書のみから判断することは極めて困難である。 

このため、独自機能のインターフェース仕様に係る文書を納入させる際には、納入された

インターフェース仕様に不備があり、新たに整備・更新するシステムとの間の接続に必要な

情報が記載されていないことが明らかになった場合には、不足しているインターフェース

仕様の開示することを求めることが望ましい。 
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3. 消防救急無線及び消防指令システムの発注の在り方に関するガイドライン 

3.1. はじめに 

消防指令システム及び消防救急無線の公正な発注の実現に向けて、総務省消防庁では学

識経験者、消防機関及び製造業者等の関係者で構成される「消防指令システム等の相互接続

に関する研究会」（以下、「研究会」という。）を平成 29 年度より開催し、消防指令シス

テムと消防救急無線の相互接続性を確保するための技術的詳細及び消防指令システムと消

防救急無線の発注の在り方に関する検討を行ってきた。発注の在り方に関する検討におい

ては、全国の消防本部へのアンケート調査及びヒアリング、また国、地方自治体等の発注に

係る既存のガイドライン等の調査を踏まえて、消防指令システム及び消防救急無線の発注

において消防本部が留意すべき事項を抽出している。 

本ガイドラインは、研究会での検討結果を踏まえ、公正な発注が実現できるように消防本

部が消防指令システム及び消防救急無線の発注を行う際の留意点を整理したものである。 

3.1.1. 本ガイドラインの位置づけ 

本ガイドラインは、消防本部にて消防指令システム及び消防救急無線の公正な発注が実

現できるよう、発注に係る消防本部向けの留意点を整理したものである。 

本ガイドラインの記載と範囲する発注対象及び発注の手続きについては、それぞれ「3.1.2

本ガイドラインの適用範囲」及び「3.1.3 本ガイドラインの記載範囲」を参照されたい。 

発注に係る留意点については、予算要求や調達等の発注における各種手続きごとに整理

している。詳細については、「3.2 発注の手続きにおける実施内容の概要及び留意点」を参

照されたい。 

なお、消防本部によっては、当該消防本部が属する市町村にて別途情報システム等の発注

に係るガイドラインが整備されている場合は、当該ガイドラインを参照することは妨げな

い。 

3.1.2. 本ガイドラインの適用範囲 

本ガイドラインは、消防指令システム及び消防救急無線を発注する際に、消防本部にて参

照されることを想定している。ただし、本ガイドラインの記載内容は、一般的な情報システ

ムの発注において留意すべき事項に即しているため、高所監視カメラ映像電送システム等、

消防指令システムや消防救急無線と密に連携している情報システムの発注においても適宜

参照し、消防本部にて有効に活用いただきたい。特に、各種報告資料等の作成を行う消防事

務系システム（以下、「消防 OA システム」という。）は、消防指令システムに記録された

出動情報等のやり取りを行うなど、消防指令システムと密に連携している場合が多いため、

消防 OA システムの発注においても本ガイドラインを活用いただくことを推奨する。 
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図 3-1 本ガイドラインの記載範囲及び活用が可能な範囲 

3.1.3. 本ガイドラインの記載範囲 

消防指令システム等の情報システムの導入においては、予算要求は仕様書作成等の発注

の手続きに加えて、実際の情報システム構築や運用・保守といった複数の手続きが存在する。

情報システムの導入手順及び本ガイドラインにて整理する留意点の記載範囲とする発注の

手続きを「図 3-2 本ガイドラインの記載範囲とする発注の手順」に示す。 

なお、政府情報システムの導入に関する基本的な方針及び手順等については、「デジタル・

ガバメント推進標準ガイドライン」（各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定/2018 年

3 月 30 日最終改定）にて体系的に整理されている。設計・開発以降の発注に係る手続き以

外の詳細な手順を確認される場合は、「図 3-2 本ガイドラインの記載範囲とする発注の手

順」に記載した、手順と対応するデジタル・ガバメント推進標準ガイドラインの記載箇所を

参照されたい。 
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3.2. 発注の手続きにおける実施内容の概要及び留意点 

「図 3-2 本ガイドラインの記載範囲とする発注の手順」に示した、本ガイドラインに記

載範囲とする発注手順ごとに、実施内容の概要を示した上で、手順における留意点を整理し

た。 

なお、公平な発注の実現においては、当該情報システムの発注における消防本部側の手続

きが現行の発注に係る作業より増加する場合がある。一方、公平な発注を実現することによ

り、消防本部の要望を高い水準で満たした情報システムの導入や、当該情報システムの発注、

改修及び次回以降の情報システム発注における費用低廉化が期待されるため、本ガイドラ

インにて整理した留意点を参照するとともに、消防本部での活用を検討いただいた上で発

注の手続きに対応いただきたい。 

3.2.1. 事業構想 

1） 実施内容の概要 

事業構想は、情報システムの発注における初期工程であり、現行情報システムの更新に向

けた基本方針を作成すること及び調達担当部署等の発注に係る関係者と基本方針を合意す

ること目的とする。 

基本方針にて整理すべき内容を以下に示す。なお、以下に示す内容は当該消防本部が属す

る市町村にて定めるルール等によって変わることに留意されたい。 

 目的    ：現行情報システムの更新によって達成すべき事項及び背景等 

 調達範囲  ：目的を達成するために対象とする情報システムや業務の範囲 

 予算    ：目的を達成するために整備する情報システムに関する概算予算 

 体制    ：現行情報システムの更新を推進するための体制（関係機関を含む） 

 スケジュール：現行情報システムの更新を実現するために必要な作業内容及び期間 

 その他   ：既存の業務の見直しの方向性、課題等 

基本方針にて整理した内容は、基本方針の後工程である、基本計画及び調達にて精緻化・

具体化が行われる。 

事業構想にて実施する実施内容及び参照・作成する資料等について、「図 3-3 事業構想の

実施内容の概要」に示す。 
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図 3-3 事業構想の実施内容の概要 

2） 留意点 

 
 
 

 現行システムの更新における大まかな予算やスケジュールを作成するにあたり、発

注範囲を適切に設定することが重要である。発注範囲については、消防指令システム

と消防救急無線を同時一括で発注する方式と個別に発注する方式が挙げられるが、

両システムの発注の競争性を担保するには、個別発注とすることが望ましい。 

 消防指令システムと消防救急無線を連携して実現する機能について、機能を精査し

ない場合、不要な機能を構築してしまい無駄な費用が発生する可能性がある。次期シ

ステムの構築費用や他システムの改修費用を削減するため、連携機能の取捨選択を

行って必要最小限にすることが望ましい。 

 現行システムの更新において、現行システムと連携している他情報システムの改修

と同一業務として発注した場合、他情報システムの改修については他情報システム

の構築事業者が設計内容等を熟知しているため、現行システムの更新についても当

該構築事業者以外の事業者が受注することが困難となる。現行の構築事業者以外の

事業者の参入障壁を下げるため、現行システムと連携している他情報システムの改

修が必要な場合、現行システムの更新業務と他情報システムの改修業務は別発注と

することが望ましい。 

 システムライフサイクルコストとは、次期システムの構築費用だけでなく運用保守

費用も含めた次期システムの発注に係る一連の費用を指しており、システムライフ

サイクルコストを適正にすることが、情報システムの発注に係る費用の適正化につ
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ながる。次期システムのシステムライフサイクルコストの適正化のために、現行シス

テムの更新業務の調達範囲に次期システムの構築業務だけでなく運用保守業務も含

めることが望ましい。 

 公正な発注の実現のためには、発注者である消防本部側の体制に発注手続きに知見

を有する職員を含めることが望ましい。ただし、知見を有する職員の確保が困難な場

合は、市長部局の他部局からの支援や外部支援業者の活用を検討することが望まし

い。 

 発注の手続きにおいては、同規模の消防指令システムまたは消防救急無線の発注実

績を有する他消防本部の手続きが有用な事例となる場合がある。事業構想または以

降の手続きにおいて、他消防本部への情報提供依頼等によって他消防本部の手続き

を参考にすることが望ましい。 

(1) 適切な発注範囲の設定 

事業構想にて大まかな予算やスケジュールを策定するにあたり、まずは発注範囲を適切

に設定することが重要である。消防指令システムと消防救急無線の発注範囲については、両

システムを同時に一括で更新する同時一括発注と、各システムを個別に発注する個別発注

の 2 方式が挙げられる。同時一括発注と個別一括発注のイメージを図 3-4 に示す。 

 
図 3-4 同時一括発注と個別発注のイメージ 

同時一括発注と個別発注のメリット・デメリットについては、図 3-5 に示す。 

同時一括発注方式は、当該発注時においては消防指令システムと消防救急無線の接続に

係る構築事業者との調整が軽微であるが、次回発注時においても両システムを同時一括発

注が可能であるとは限らず、次回発注時は個別発注となった場合、両システムのインターフ

ェース仕様が正しく整備されていない等により、既存構築事業者以外の参入障壁が高くな
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ト、機器の運用保守等の稼働後に発生するランニングコストの 2 種類に分けられる。情報シ

ステムの構築開始から利用終了までに必要な全体のイニシャルコスト及びランニングコス

トを、ライフサイクルコストという。情報システムのライフサイクルコストを適正にするこ

とが、情報システムの発注に係る一連の費用を適正にすることにつながるため、ライフサイ

クルコストの適正化は重要である。 

 
図 3-8 情報システムのライフサイクルコストイメージ 

ライフサイクルコストを適正化するには、イニシャルコストとランニングコストをそれ

ぞれ適正化する必要があり、情報システムの構築と運用・保守を分離して発注し、両発注の

競争性を働かせることで両コストの適正化が見込まれるが、情報システムの運用・保守は構

築事業者に随意契約で委託することが多いため、分離発注が行えない場合が多い。情報シス

テムの構築と運用・保守を分離発注しない場合は、構築事業者選定時にランニングコストも

含めて評価することが重要である。 

 
図 3-9 ライフサイクルコストを考慮した発注イメージ 

なお、運用・保守に係る契約を複数年まとめて発注する場合、債務負担行為や長期継続契
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3.2.2. 基本計画 

1） 実施内容の概要 

基本計画は、事業構想にて策定した基本方針を詳細化して発注に向けた精緻な計画を立

案するとともに、現行システム更新の目的を達成するために次期システムに要求する機能

や性能等の要件を明確化する。また、現行システムの更新に係る見積りを取得するとともに、

現行システムの更新に係る予算要求に必要な資料の作成及び予算要求の実施を目的とする。

予算要求に必要な資料については、当該消防本部が属する市町村にて定めるルール等に則

り準備する。 

なお、明確化した次期システムの要件については、要件定義書として整理することが一般

的である。要件定義書に記載すべき事項を以下に示す。なお、以下に示す内容は当該消防本

部が属する市町村にて定めるルール等によって変わることに留意されたい。 

 業務要件 ：次期システムを用いて実施する業務の内容 

 機能要件 ：業務要件を満たすために次期システムが有するべき、機能、画面、帳票、 

情報・データ及び外部インターフェースに係る要件 

 非機能要件：業務要件を満たすために次期システムが有するべき、ユーザビリティ・   

アクセシビリティ、システム方式、規模、性能、信頼性、拡張性、上位

互換性、中立性、継続性、情報セキュリティ、情報システム稼働環境、

テスト、移行、引継ぎ、教育、運用及び保守に係る要件 

基本計画にて実施する実施内容及び参照・作成する資料等について、「図 3-10 基本計画

の実施内容の概要」に示す。 
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図 3-10 基本計画の実施内容の概要 

2） 留意点 

 
 
 

 現行システムの構築事業者または運用保守事業者から提出される資料のみを参考に

して要件定義書の作成を実施する場合、要件定義書に当該事業者のみが達成できる

技術や作業が含まれることが懸念される。要件定義書に記載された内容を複数の事

業者が満たせるよう、複数の事業者に対して情報提供依頼（Request For Information/

以下、「RFI」という。）を実施し、発注する情報システムの実現方法、概算の予算

規模及び大まかなスケジュール等を複数の事業者から取得することが望ましい。 

 現行システムの更新に伴い発生する他情報システムの改修費用について、当該他情

報システムの構築事業者または運用保守事業者の 1 事業者からのみ取得可能な場合
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図 3-12 調達の実施内容の概要 

2） 留意点 

 
 
 

 受注者を決定する落札方式が適切でない場合、調達における競争性が担保されない

場合がある。調達における競争性を担保するため、受注者を決定するための適切な落

札方式を選定することが望ましい。 

 作成した調達仕様書について、特定の事業者のみが達成できる技術や作業が含まれ

る場合、調達の公平性が担保できない。調達の公平性を担保するため、複数の事業者

に対して意見招請（Request For Comment/以下、「RFC」という。）を実施し、公告予

定の調達仕様書案及び要件定義書案が特定の事業者に有利な記載内容となっていな
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いか、複数の事業者から意見を求めることが望ましい。 

 現行システムの更新に係る調達仕様書及び要件定義書について、次期システムと連

携する他情報システムとの外部インターフェース一覧が記載されていない場合、既

存システムの事業者以外は他情報システムとの連携に係る費用を見積もることが困

難となる。また、外部インターフェース仕様を開示する旨が記載されていない場合、

既存事業者以外の事業者は、受注後に外部インターフェース仕様が開示されない場

合を懸念し、参入に躊躇する可能性がある。既存事業者以外の事業者の参入障壁を低

くするため、調達仕様書及び要件定義書に他情報システムとの連携方法等の外部イ

ンターフェース仕様を記載することが望ましい。 

 現行システムの更新に係る調達仕様書及び要件定義書について、次期システムの更

新時（次回の発注時）に実施する次々期システム（次回の発注対象システム）への移

行に向けた作業が記載されていない場合、次々期システムの更新において公平な調

達が行えない可能性がある。次々期システムの更新において公平な調達を実現する

ため、現行システムの更新に係る調達仕様書及び要件定義書について、次々期システ

ムへの移行に向けた作業を記載することが望ましい。 

 現行システムの更新に係る調達仕様書及び要件定義書について、連携する他システ

ムとの連携仕様が不明な場合、現行システム構築事業者以外の参入障壁が高くなる。

次々期システムの更新において公平な調達を実現するため、現行システムの更新に

係る調達仕様書等について、次期システムと他システムとの連携インターフェース

に係る資料を納品することを記載することが望ましい。 

 現行システムから次期システムへの移行にあたり、現行システム構築事業者にて現

行システムからの既存データ抽出等の移行作業に対応いただく必要がある。次期シ

ステムの調達実施前に、現行システム構築事業者と現行システムの移行作業に係る

調整を実施することが望ましい。 
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(1) 受注者を決定する落札方式の検討 

受注者の決定においては、当該発注に適した落札方式を選定する必要がある。落札方式の

概要を図 3-13、落札方式のメリット・デメリットを図 3-14 に示す。 

 
図 3-13 落札方式の概要 

 
図 3-14 落札方式のメリット・デメリット 

競争性のない随意契約は、特定の技術を導入したい場合ややむを得ない場合において採

用されるが、調達のプロセスの透明性及び契約金額の適正化が懸念されるため、消防指令シ

ステムや消防救急無線の発注においては、極力採用しないことが望ましい。 

公募型プロポーザルや指名型プロポーザルといった随意契約は、事業者からの提案を募

ることが可能となる一方、受注者の選定基準が必ずしも明確ではないため、調達のプロセス

の透明性においては懸念点が残る。 

競争入札は、随意契約と比較して調達までの期間が長くなることや手続きが増えるが、広

く事業者からの提案を募ること、また受注者の選定基準が明確であることから、調達のプロ

セスの透明性及び契約金額の適正化は優れている。 

情報システムの規模・特性に応じて適切な調達方式を選定することが望ましい。 
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者の参入障壁が高くなる。外部インターフェース仕様を開示する旨が記載されていない場

合、既存事業者以外の事業者は、受注後に外部インターフェース仕様が開示されない場合を

懸念し、参入に躊躇する可能性がある。外部インターフェース仕様の開示にあたり、調達工

程の前に既存事業者と外部インターフェース仕様の開示に向けた調整が必要である。消防

指令システム及び消防救急無線の連携に係る外部インターフェース仕様については、本研

究会において作成した共通インターフェース仕様を活用されたい。 

(4) 次期システム更新時の移行作業の記載 

次期システムの更新時（次々期システムの構築時）においても公平な発注が実現できるよ

う、要件定義書には次期システムの構築や運用保守だけでなく、次期システムから次々期シ

ステムの引継ぎに向けたデータ移行作業及び次期システムの機器撤去に関する要件を記載

する必要がある。データ移行作業及び機器撤去に関する要件として記載すべき事項を以下

に示す。 

 次々期システムの構築事業者や支援事業者等に対して、次期システムの作業経緯や

残存課題等に対する情報提供及び質疑応答等の協力を行うこと。 

 次々期システムの構築事業者や支援事業者等に対して、次期システムに登録された

データ提供及びデータ移行作業等の協力を行うこと。 

 次々期システムの構築にあたり撤去が必要な次期システムの機器等に対して、移設

や撤去等の協力を行うこと。 

(5) 次期システムと他システムとの連携インターフェースに係る資料の納品 

次々期システムの発注において消防本部や構築事業者が次期システムの設計内容を把握

できるよう、次期システムの運用保守期間中に改修された内容も含めて、次期システムと連

携する他システムとの連携インターフェースに係る資料（外部インターフェース仕様や外

部インターフェース一覧など）を、次期システムの設計書一式と合わせて提出するよう調達

仕様書等に記載する。 

なお、次期システムの構築完了時に次期システム構築事業者が提出する設計書と運用保

守期間中に改修した内容の設計書を別資料とすると、消防本部等での管理が煩雑となるた

め、設計書は適宜更新しながら 1 つの資料とすることが望ましい。 

(6) 次期システムへの移行に向けた現行システム構築事業者との調整 

次期システムの稼働後においても業務を継続して実施するためには、現行システムに蓄

積された出動記録等の過去データ及び現行機器の設定値等のパラメータといった既存デー

タを次期システムに移行する必要がある。現行システムからの既存データの抽出作業につ

いては、現行システムのデータ形式等を理解した現行システム構築事業者が実施すること

が望ましく、現行システム構築事業者の協力が不可欠であり、消防本部から現行システム構

築事業者に既存データの抽出作業を依頼することが望ましい。現行システム構築事業者と

の既存データの抽出作業の調整については、次期システム構築事業者の決定後に実施する

と、次期システム構築事業者が現行システム構築事業者と異なる場合、現行システム構築事

業者の支援を受けにくいことが想定されるため、次期システム構築事業者の決定前に実施

することが望ましい。 




